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確かな技術力を確保する！ 持続可能な組織になる！



公益財団法人群馬県建設技術センター（以下「センター」という。）は、昭

和61年（1986年）に発足して以来36年間、県及び市町村の建設行政を補完･支

援する組織として、皆様のご期待に応えられるよう、技術の研鑽と体制の強化

に努めて参りました。

しかし、近年では、気候変動の影響等による新たな脅威や新型コロナウイル

スの感染拡大により、社会的には災害級の非常事態として、我々は生活スタイ

ルを大きく変容させなければならなくなり、労働環境や働き方も既成概念にと

らわれない発想で、様々な改革が必要となっています。

特に、産業界では、DX（デジタル・トランスフォーメーション）の進展によ

り、これまでの業務形態が大きく変化する時代となりました。

このような社会情勢の変化の中、平成30年度(2018年度)に策定した「中長期

計画2018」では、様々な乖離が生じている状況となっており、中間年である５

年を経過することから、今年度当初より、現計画の全面的な検証と見直しを行

ってきました。

引き続き、センターとしては、建設技術者研修、設計積算・施工管理、建築

確認といった実施中の７事業の拡充を図るとともに、各業務でのＤＸや新規事

業にも積極的にチャレンジすることで、高い技術力と豊富な経験に裏打ちされ

た総合的な技術支援ができる組織に成長し、地域や建設業界の発展に貢献して

いかなければなりません。

そのためには、理念である『お客様に「満足して・喜んで・安心して」いた

だけるよう、様々な要請に確かな技術力で応える持続可能な組織』の実現に向

け、今後10年間の新たな事業展開の方針と具体的なアクションを示す「中長期

計画2023」を策定しました。

皆様には、一層のご理解とご協力をお願い申し上げます。

令和５年（2023年）３月

公益財団法人 群馬県建設技術センター 理事長 岩 下 勝 則

「中長期計画２０２３」の策定にあたって



中長期計画2023 概要版

群馬県建設技術センターの今後10年間の事業計画である「中長期計画2018｣が
策定から５ヶ年が経過することと、近年における気候変動の影響等による新たな
脅威、新型コロナウイルスの感染拡大、DX（デジタル・トランスフォーメーシ
ョン）の進展などの社会情勢の変化を踏まえ、現計画の全面的な検証と見直しを
行い、新たな事業計画として「中長期計画2023」を策定した。

１ 中長期計画2023 とは

２ 計画概要

基本目標

令和 5 年度（2023年度）から
令和14年度（2032年度）まで

10ヶ年計画
（概ね５年ごとに見直し）

計画期間

確かな技術力を確保する

持続可能な組織になる

４つの重点方針

（１）Ｄ Ｘ の 推 進 ＜業務の合理化と効率化を図る＞

（２）人材育成の強化 ＜研修＋学習により技術力をアップする＞

（３）災害発生時（非常時）の迅速な対応 ＜社会的責任を果たす＞

（４）新技術・新事業、業務改革への挑戦 ＜業務範囲拡大とコスト縮減＞

事業方針とアクション

建設行政の補完・支援と連動し、社会的責任が果たせるよう、ＳＤＧｓに
該当する目標を明確に示して、８つの事業毎に「事業方針とアクション」を
定めて計画的に推進する。

（１）研修・講演事業

（２）技術支援事業

（３）行政事務支援事業

（４）社会資本メンテナンス事業

（５）社会貢献事業

（６）材料試験事業

（７）建築・住宅関連事業

（８）新事業創出・業務改革
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（１）研修・講演事業

◎建設ＤＸ研修、ＷＥＢ研修＋学習システムで技術力の向上を図る
◎センター職員の技術力（３つのスキル）を向上させる

（２）技術支援事業

◎合理的かつ経済的な価格で公共工事の品質が確保できるよう支援する
◎ＷＥＢによる施工管理及び検査業務の範囲を拡大する

３ 事業方針とアクションの概要

（３）行政事務支援事業

◎ワンストップ窓口の建設相談で適切な技術アドバイスを実施する
◎県庁ＯＢによる施設点検や災害調査で県や市町村を支援する

（４）社会資本メンテナンス事業

◎ドローンやＡＩを活用し戦略的な道路施設のメンテナンスを実施する
◎公共建築物のファシリティマネジメントに携わる人材を育成する

（５）社会貢献事業

◎産学官が連携し若年層の人材育成と建設業界への就業意欲の向上を図る
◎土木をイメージアップするための広報と情報発信を強化する

（６）材料試験事業

◎測定値の自動読み取りシステムを構築しデータの電子化と利活用を図る
◎全ての試験ができる技術者を育成するために定期的な人事異動を実施する

（７）建築・住宅関連事業

◎建築基準法等の改正に対応できる人材育成と業務改善を図る
◎電子申請と手数料のキャッシュレス化を実施する

（８）新事業創出・業務改革

◎新技術(ドローン、BIM/CIM、VR、AI等)を活用した事業を展開する
◎業務の合理化・効率化を図るため、新技術を活用しDXを推進する

４ 事業収支計画・職員配置計画

センターが持続可能な組織となるために、新事業の創出や損益計算に基づく適
正価格（受託単価、手数料等）を定めて、収入を確保するとともに、業務改革に
より支出の抑制を図り、現在の正味財産の維持に努める。

職員については、各業務量や進捗状況に応じて、適切な人員と配置に努める。
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（１）県の課題

群馬県では「災害に強く安定した経済活動が可能な群馬県の実現」に向け、

「ぐんま･県土整備プラン2020」に基づく「災害レジリエンスNo.1の実現」や

「持続可能で効率的なメンテナンス」、広域的な観点から市町村のまちづくり

を支援する「住み続けられるまちづくり」を限られた予算の中で計画的かつ効

率的・効果的に推進することとしています。

また、気候変動の影響等による「気象災害の頻発化・激甚化」や加速する

「ＡＩやＩｏＴなどの新技術の進展」、コロナ後の「ニューノーマル」への移

行など、県土整備行政への社会的要請が多様化・高度化するなかで、限られた

人員で、これらの課題に適確に対応できる技術力とその伝承を課題としていま

す。

１ センターの課題 と 求められる役割

１－１ センターを取り巻く課題
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（２）市町村の課題

公共土木施設の設計積算・施工管理、増加する社会資本ストックの日常点検

・維持管理、頻発化・激甚化する気象災害のリスクに対応するために必要な土

木系技術職員が不足している市町村が散見されます。

また、建築系技術職員がいない町村では、公共建築物の維持管理や老朽化の

実態を十分に把握することができず、総合管理計画や個別施設計画の立案、

ファシリティマネジメントの実践が困難となっています。

一方で、社会情勢の変化に応じた新たな政策の展開、老朽化が進む公共施設

等の長寿命化や集約化など、財政負担の軽減と平準化を図るための多様な施策

の展開が求められています。

県内市町村の土木系技術職員不足の現状

群馬県の３５市町村の中で、土木部門における技術職員がいない市町村が１９町村
を数え、日常的な施設の維持管理だけでなく、特に災害時においては、復旧業務に大
きな支障が出ている。

出典：総務省自治行政局公表『令和3年度地方公共団体定員管理調査結果
第４表職種別職員数』より土木系技術職員がいない市町村を図化
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（３）建設業界の課題

今後、就業者の減少や高齢化が進行する建設業界での担い手不足の深刻化が

見込まれます。

また、気候変動等の影響により、日本の気象災害は頻発化・激甚化しており、

群馬県においても発生する可能性が大きくなっています。

しかし、建設投資額の減少などによる建設業の経営環境が厳しさを増す中で、

迅速に対応できる特殊運転手や作業員などの「災害応急対策基礎人員」が不足

し、突発的な災害に対応できない事態が危惧されます。

担い手を安定的かつ持続的に確保・育成し、建設業界が健全に発展できるよ

う、ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）を推進し、建設現場の生産

性向上や建設業の働き方改革を加速するためには、ＩＣＴやＩｏＴの更なる活

用が課題となっています。

大災害では現場が混乱!!
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このような現状から、週休２日制を軸とした働き方改革、ＩＣＴ技術の積極

的な活用による生産性向上、建設産業の魅力の発信などにより、時代のニーズ

に則った対応が求められています。

出典：総務省「労働力調査」(暦年平均)を基に国土交通省で算出

建設業就業者の高齢化の進行

○建設業就業者は、55歳以上が35.5%。29歳以下が12.0%と
高齢化が進行し、次世代への技術承継が大きな課題。
※実数ベースでは、建設業就業者数のうち令和2年と比
較して55歳以上が6万人減少(29歳以下は増減なし)。

建設業就業者の現状

技能者等の推移
○建設業就業者：685万人(H9) → 498万人(H22) → 482万人(R3)

○技術者 ： 41万人(H9) → 31万人(H22) → 35万人(R3)

○技能者 ：455万人(H9) → 331万人(H22) → 309万人(R3)
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（１）センターの課題

センターは、昭和６１年（1986年）の設立以来３６年の間、県及び市町村に

おける公共土木事業の執行を補完・支援することを目的に、以下の業務に取り

組んできました。

積算業務、施工管理業務、材料品質試験業務、

建築物の安全確保・品質向上のための建築業務 など

しかし、近年は、建設投資の減少や新型コロナウィルス等の影響を含めた社

会情勢の変化を受け、センターの収支状況も思わしくなく、正味財産の減少傾

向が続いています。

このような財政状況の中、様々な要請に応えるために、以下のとおり業務改

革や新たな試みも積極的に実施しました。

○時代の要請に応える取組み

・「群馬県災害復旧アドバイザー制度」の創設

（令和３年（2021年）３月）

・「市町村職員研修制度」の刷新 （令和２年（2020年）４月）

・「材料試験供試体集荷サービス」の開始

（令和元年（2019年）10月）

１－２ センターの課題と求められる新たな役割
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○働き方改革の取組み

・「テレワーク制度」の開始 （令和２年（2020年）4月）

・「施工管理業務における遠隔臨場の試行」

（令和３年（2021年）10月）

・「ドローン活用に向けたパイロットの育成」の開始

（令和４年（2022年）1月）

今後も、社会資本整備と維持管理に必要な技術者不足が深刻化する中で、セ

ンターの果たす役割・期待は益々大きくなっていくことが予測され、それに応

える確かな技術力の確保が必要となっています。

（２）センターに求められる新たな役割

センターのこれまでの業務は、設計積算・施工管理、材料試験、建築確認な

ど限定的な建設行政の業務を補完することにとどまっていました。

しかし、設立以来３６年の間に蓄えたノウハウとして、以下の事項が挙げら

れます。

・豊富な経験と高い技術力を持った人材

・トンネルや橋梁の積算や橋梁点検の実績

・建築マネジメントの実績

・県内の多くの設計事務所、工務店との建築確認検査のサポート関係

様々な要請に応えるために、これらのノウハウをさらに有効に活用して、既

存事業の拡充を図るとともに、積極的に新規事業に取り組む必要があります。

特に、市町村が維持管理しなければならない公共施設については、持続可能

で効率的なメンテナンスが不可欠であり、各施設の点検や修繕等に要するコス

トの縮減・平準化を促進しなければなりません。
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今後も、建設技術者研修、設計積算・施工管理、建築確認といった実施中の

７事業の拡充を図るとともに、各業務でのＤＸや新規事業にも積極的にチャレ

ンジし、建設行政を補完・支援する唯一の組織としての使命が果たせるよう努

力します。

ＤＸを推進するためにＩＣＴ／ＩｏＴを活用する
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センターでは、中長期的に目指す方向性・あり方として、「理念と取組」を

定め、日々の業務に携わっています。

本計画においても、この「理念と取組」を今後10ヶ年の事業展開の方針を示

す『基本目標』として掲げ、各事業を展開するうえでの企業精神の礎として、

事業を展開していきます。

また、現在、持続可能な社会の実現に貢献するために、それぞれの主体が

「ＳＤＧｓ」の達成に向けて取り組むことが、世界の潮流となっています。

２ センターが目指す将来ビジョン

２－１ 基本目標（理念と取組）
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２－２ 計画期間

令和５年度（2023年度）から令和14年度（2032年度）までの10ヶ年計画と

します。

また、中長期計画は、概ね５年ごとに、将来を見据えた10ヶ年の計画として

見直しを行います。

特に、第３章で示す「事業方針とアクション」に関しては、社会経済情勢の

急激な変化にも対応しながら、ショートスパンでの見直しを行い、生きた計画

として、柔軟に事業を実施していきます。

センターでは、以前から組織を継続させていく意識を持ち法人運営を行って

きましたが、今後は、「理念と取組」に基づき、ＳＤＧｓの目標達成に向けて

事業を推進していきます。

具体的には、建設行政の補完・支援と連動し、社会的責任が果たせるよう、

ＳＤＧｓの該当する目標を明確に示して、各事業を計画的に推進していきます。
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２－３ ４つの重点方針

新型コロナウイルスの感染拡大防止のために、情報通信技術を活用したテレ

ワークが広がっており、今後も、多様で柔軟な働き方を実現するとともに、生

産性を向上させるためにも、働き方改革を推進していく必要があります。

センターは、「理念と取組」として、お客様に『満足して・喜んで・安心し

て』いただくために、『確かな技術力』を持った『持続可能な組織』を目指し

ています。

そのために、課題の解決と求められる新たな役割を果たすために、以下の４

つの重点方針を定め、各事業や業務に取り組んでいきます。

４つの重点方針

（１）ＤＸの推進

（２）人材育成の強化

（３）災害発生時（非常時）の迅速な対応

（４）新技術・新事業、業務改革への挑戦
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デジタル化が急速に進み、社会が大きく変わっているこの時代では、価値を

生み出すにはデジタル技術の活用が必須となっています。

しかし、各分野において、これまで紙などのアナログ媒体で行ってきた業務

をデジタル管理に変更することができていない現状があります。

前述のように、建設業就業者の減少や高齢化が進む状況の中で、現状の生産

性を維持、また向上させるには、ＤＸ(デジタル・トランスフォーメーション)

の取組が非常に重要となっています。

この様な状況を踏まえ、センターでは、これまで以上に、業務の無駄を省く

「合理化」と業務の生産性を高める「効率化」を図る必要があるため、各分野

でＤＸを積極的に推進していきます。

具体的には、担当業務以外についても多面的なアイディアや意見を反映でき

るようプロジェクトチームにより検討を行い、特定の分野だけでなく、センタ

ー全体に関連する事業や業務に関してもＤＸを推進することにより、各業務の

変革とともに、新たな事業の掘り起こしに継続して取り組んでいきます。

（１）ＤＸの推進

ドローンパイロット育成

出典：インフラ分野のＤＸ施策
（国土交通省 令和３年２月９日公表）
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（２）人材育成の強化

県、市町村職員をはじめ、民間技術者に対する各種研修を充実させるととも

に、多様な研修形態やｅ－ラーニングによる学習管理を活用し、建設行政に携

わる人材の育成と技術力の向上を図ります。

ボックスカルバート及び橋梁設計研修 災害特別研修（模擬査定）

更に、センターとしては、「人材育

成プログラム２０２１」を実践して、

『技術的な判断根拠を説明できる職員』

を育成し、組織全体の技術力向上を図

ります。

12

［必要なスキル］



（３）災害発生時(非常時)の迅速な対応

頻発している災害に関する技術支援を必要とする市町村に対して、迅速な災

害復旧支援体制を継続・発展させます。

また、全国建設技術センター等協議会に属する団体に対し、遠隔地積算や災

害支援派遣を実施することにより、技術職員が不足する団体を支援します。

災害発生時に、これらの支援が実施できるよう

ＢＣＰ（Business Continuity Plan業務継続計画）の

定期的な検証、研修や訓練の実施により、非常事

態における職員の安全確保を図り、センターの業

務を継続することで、公益財団法人としての社会

的責任が果たせるよう努めます。

道路災害状況 橋梁災害状況

13



（４）新技術・新事業、業務改革への挑戦

センターが持続可能な組織であるためには、既存事業の拡充とともに、新し

い技術の獲得や新事業の検討・導入が必要不可欠です。

県関係機関や各種団体との情報共有を密にするとともに、新技術に関する情

報を幅広く収集し、柔軟な考え方でアイデアを具体化することで新事業につな

げていきます。

また、既存事業については、社会的必要性、採算性などを総合的に検証し、

継続の要否を含め、個別に業務改革を実施し、合理化・効率化を推進していき

ます。

新技術・新事業、業務改革の挑戦により、センターが担う建設行政の補完・

支援の実施範囲の拡大と行政コストの縮減を目指します。

【建設ＤＸ推進例】

Keywords

ICT、ドローン、AI、VR、AR、5G、3D、BIM/CIM、

ビッグデータ、メタバース、デジタルツイン、Society5.0、

カーボンニュートラル、交通政策、都市計画、テレワーク、

在宅勤務、総合事務システム etc.

出典：インフラ分野のＤＸ施策（国土交通省 令和３年２月９日公表）
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センターの「理念と取組」と４つの「重点方針」をもとに、ＳＤＧｓに該当
する目標を明確に示して、８つの事業に関する「事業方針とアクション」を実
践することにより、社会的責任を果たせる持続可能な組織を目指します。

 ３ 確かな技術力で応える持続可能な組織になるために

３－１ 事業方針とアクション

15

重点方針

Our Priority Policies

事業方針とアクション
Our Project Policies and Actions

（１）研修・講演事業
（２）技術支援事業
（３）行政事務支援事業
（４）社会資本メンテナンス事業
（５）社会貢献事業
（６）材料試験事業
（７）建築・住宅関連事業
（８）新事業創出・業務改革

（１）ＤＸの推進
（２）人材育成の強化
（３）災害発生時（非常時）の迅速な対応
（４）新技術・新事業、業務改革への挑戦



事業方針

基礎研修から専門研修まで様々な研修を実施し、建設行政に携わる人材の
育成と技術力の向上を図ります。

新技術（ＢＩＭ／ＣＩＭ等）に関する研修を強化し、発注者側技術者のみ
ならず民間技術者も含めた業界全体へＤＸを促進します。

場所と時間の制約を受けない新たな研修方法（ｅ－ラーニング）を構築し
学習機会の拡大を図ります。

県民の防災意識や技術者の災害対応能力を高め、県全体の災害レジリエン
ス強化を促進します。

「人材育成プログラム2021」を実施し、あらゆる場面で技術的な判断根拠
を説明できる職員の育成に努めます。

（１）研修・講演事業

アクション

◎建設技術者研修
・コース別研修（行政基礎、土木技術基礎、構造物維持管理、施工技術等現場

実務、行政マネジメント）を内容に応じて効果的な方法で実施します。
・新たなコースとして「建設ＤＸコース（ＢＩＭ／ＣＩＭ・ＩＣＴ施工等）｣

を実施します。
・働き方改革の一端として、ＷＥＢを活用した「オンライン研修」 や「ハイブ

リッド研修（動画視聴＋集合演習）」を実施します。
・オンデマンド研修（動画視聴）に習得確認機能を追加し、ＷＥＢ上で研修と

学習ができる「ｅ－ラーニング」のシステムを構築します。令和５年度より
試行を開始し、令和７年度からはｅ－ラーニングを研修方法のメインとして
本格実施します。

new

new

建設技術者研修（内容に応じた効果的な研修方法）アクション

集合研修、オンライン研修、オンデマンド研修、ハイブリッド研修の実施

ｅ-ラーニング本格実施ｅ-ラーニング試行

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13
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◎その他研修関係
・若手の民間技術者（各協会単位を想定）を対象とした「コミュニケーション

スキルアップ研修」を実施します。

・ＷＥＢ受付システム等の活用により、募集や受付等の研修管理業務を効率化
しします。令和５年度より試行を開始し、令和７年度から本格運用します。

◎特別企画事業
・県民の防災意識を高めるため、防災・

減災シンポジウム等を開催し、あらゆ
るメディアを用いて、防災減災に役立
つ情報等を発信していきます。

◎ドローンパイロットの育成
・ ドローンを活用した各種業務に対応するため、ドローンパイロットを育成し

ます。令和６年度までにすべての技術系職員がドローン操作ができるように、
センター内の資格取得制度を確立します。

◎人材育成（センター内部）
・「人材育成プログラム2021」に 基づき職

種別に受講すべき研修を定め、職員の人
材育成に取り組みます。
特に、様々な要請に「確かな技術力で応
える」ことができるように３つのスキル
「設計知識・能力」、「現場対応能力」、
「コミュニケーション能力」を向上させ
ます。

・ＯＪＴを活用し、ベテラン技術者から若
手技術者への技術の継承を行います。

・ 内部研修だけでは得られない最新技術の習得等に、外部の研修機会など（リ
カレント研修等）も活用し、幅広い知識の習得に努めます。

new

new

new

new

ドローンパイロットの育成アクション

制度確立

ドローンパイロットの本格運用パイロット育成

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13

防災・減災シンポジウム

「人材育成プログラム2021」表紙
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web施工管理
の試行

アクション

事業方針

土木・建築工事の設計積算や施工管理業務をはじめとする総合的な技術支
援を実施し、地方公共団体等における技術職員不足をフォローします。

市町村や建設業界が、非接触・リモート型の働き方への変換や先進技術の
導入を推進できるよう、センターが先導役となれるよう努めます。

自然災害の発生に伴い公共施設に被害が生じた自治体に対し、速やかに早
期復旧に向けた技術支援と職員派遣を行い、災害レジリエンス強化を支援
します。

◎土木事業支援
・これまでに蓄積されたデータと経験を活用して、合理的かつ経済的な工事費

の算定を行い、積算業務の顧客満足度（CS）と受託件数の維持・拡大を図り
ます。

・公共工事の品質を確保するために、適切な段階確認や出来形管理等を行い、
施工管理業務の顧客満足度（CS）と受託件数の維持・拡大を図ります。

・令和５年度に受託する施工管理業務の材料検査において、センター主動によ
り、発注者・受注者・センター間でのＷＥＢを用いた検査を試行します。
令和６年度より、発注者・センターの協働により、材料検査に加え、段階確
認やその他の立会においてもＷＥＢ施工管理を実施します。

・県の動向を注視し、市町村と協議しながらＣＩＭ導入を推進します。

new

new

W E B 施工管理アクション

本格運用

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13

試行

（２）技術支援事業

C I M 導入による作業プロセスの効率化アクション

本格運用

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13

CIM導入準備・試行運用
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◎建築事業支援
・地方公共団体等が計画するプロジェクトにおいて、初期における計画・設計

段階から積算・施工管理・完成検査に至るまでの支援を行います。
・ライブカメラやＷＥＢ会議システム等の利用を標準とし業務を合理化します。

・ＢＩＭ等の導入によるわかりやすい画像等で合意形成・意思決定のプロセス
を円滑にします。

◎災害復旧技術支援
・査定設計書の作成から発注のための実施設計書の作成、そして施工管理まで、

一連の災害復旧の支援を行います。

・全国建設技術センター等協議会に属する他団体に対して、遠隔地積算・災害
支援派遣を行います。

・被災自治体の支援として、被災現場調査にドローンを活用します。

BIM導入準備・試行運用

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13

本格運用

B I M 導入による作業プロセスの効率化アクション

new

new

W E B 施工管理アクション

試行運用 本格運用

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13

new

被災市町村支援アクション

災害復旧支援体制の継続・発展

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13
（平時）

（被災時）
迅速な初動対応 ･ 復旧に向けた継続的な技術支援

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13

被災地団体からの依頼に基づく遠隔地積算・職員派遣

全国建設技術センター等協議会 所属団体支援アクション
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事業方針

土木事業・建築事業における各種計画策定、整備・維持管理等に係る行政
課題の解決・対応について、センター全体で支援します。

積算システム及び基準通知システム等の運用にかかる技術的助言を行い、
市町村の適切な公共事業発注業務を支援します。

市町村技術職員研修を実施し、人員不足に悩む市町村の土木技術者確保を
支援します。

県を退職した土木技術者ＯＢの協力を得て、県の施設点検や市町村の災害
調査を支援します。

（３）行政事務支援事業

アクション

◎建設相談事業
・土木事業及び建築事業の相談について、建設相談室がワンストップ窓口とな

るとともに、組織的な支援体制を組むことにより、適切な技術アドバイスを
実施します。

20

建設相談事業・設計施工 検討フロー

現場施工、
変更工事協議、
新規追加工事など

受付
建設相談室長

土木設計施工検討会
メンバー：事務局長、土木系課長、スキルアップ室長、担当課員
アドバイザー：理事長

設計・施工（土木） 設計・施工（建築）

道路メンテナンス など

建築設計施工検討会
メンバー：事務局長、建築系課長、スキルアップ室長、担当課員
アドバイザー：理事長、常務理事

事業検討
（建築支援課長、担当課員）

事業検討
（工務第一課長・工務第二課長、担当課員）

事業検討
（技術支援課長、担当課員）

業務方針の決定

現場施工、
変更工事協議、
新規追加工事など

建設相談 (土木・建築）土木施工現場 建築施工現場

相談内容の概略検討
（担当課、検討会の要否などの検討を含む）

建設相談室長、企画研修課長、
技術支援課長、スキルアップ室長

必要なし

より多角的、より専門的な検討の必要性 必要あり（建築）必要あり（土木）



◎各種システムの運用
・ 積算システム貸与、基準通知システム運用、建設資材等特別調査等により、

公共事業発注業務を支援します。さらに、システムの使用方法やトラブル時
の対処方法等をフォローアップすることにより、市町村職員の負担軽減を図
ります。

◎市町村技術職員研修［土木技術スキルアップ研修］
・ 建設行政の基礎知識、積算や施工管理、施設の長寿命化と維持管理方法など、

１年間の体系的な研修により実務を学ぶことで「一人前の土木技術職員」に
スキルアップさせます。

・ 学習を重ねることで、技術職でなくても２級土木施工管理技士等の資格取得
ができるような研修プログラムとなってます。

・ 多くの市町村が技術職員不足に苦慮しているものの、全庁的な人手不足によ
り１年間の長期研修への派遣ができずにいることから、半年間の短期コース
を新たに設けます。

・ 年度毎に１～４名の市町村土木技術者を育成します。

◎公共施設点検（愛着施設見回り事業）
・県を退職した土木技術者ＯＢが、土木事務所

の維持管理業務の参考となるよう、県有施設
を巡視し、点検結果を報告します。

・センターは、この活動を積極的にサポートし
ます。

◎被災直後の初動対応（災害復旧アドバイザー制度）
・ 近年、大規模災害が頻発・激甚化するなか、市町村では技術者不足により、

被災後の初動対応（現地調査や復旧工法の提案など）に支障を来しています。
・本制度は、県を退職した土木技術者ＯＢで事前にアドバイザーとして登録し

ている者を、被災時に市町村へ派遣し、初動対応を支援する制度です。
・センターは、この派遣に要する必要人員の確保やサポートを行います。

◎ドローン活用事業
・市町村管理施設について、大雨被災時に、ド

ローンを活用した被災箇所の撮影を行います。
・また、地震による被災時にはドローンによる

橋梁支承部や床版下面等の撮影を行います。

new

new

愛着施設見回り事業による施設点検

日頃のドローン操作訓練
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事業方針

市町村の課題である老朽化する公共土木施設の維持管理業務について、効
率的で経済的なメンテナンスサイクルの仕組みを提供し、技術的に支援し
ます。

新技術の活用や点検の合理化を行い、戦略的な維持管理業務を市町村に展
開します。

公共建築物の集約化・長寿命化・転用などを計画的に行うファシリティマ
ネジメント（ＦＭ）により、公共施設等の最適化を図ります。

（４）社会資本メンテナンス事業

アクション

◎道路施設のメンテナンスサイクル支援事業
・橋梁情報管理システムを活用するとともに、地域一括発注による道路施設の

定期点検業務を実施します。

・点検データを有効活用した経済的な橋梁長寿命化計画の更新及びトンネル等
の長寿命化計画の策定業務を実施します。

・国の政策や取り組みと連携し、さらなる業務の簡略化を行います。

R14R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

1期

2期

橋梁情報管理システムの運用アクション

道路施設の点検（地域一括発注）アクション

2巡目

４巡目

３巡目

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13
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試行運用（橋脚[ハイピア]） 本格運用（対象拡大）準備・調査

新技術（ドローン、画像解析）の活用アクション

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13

◎戦略的な維持管理業務
・簡易な構造の橋梁について、点検の合理化を図ります。

・令和６年度からの道路施設の３巡目点検では、診断区分Ⅰ、Ⅱの撮影条件を
満たす橋脚（ハイピア）について、ドローンで撮影した画像からひび割れを
自動抽出し、損傷図を作成します。

・令和11年度からの４巡目点検では、診断区分Ⅰの撮影条件を満たす橋脚（ハ
イピア）について、職員でドローン撮影を実施します。

・ＷＥＢ会議やリモート立会などDXを加速させ、業務の合理化を図ります。

・業務項目の整理を行い、収支の改善及び点検費用の削減に取り組みます。

◎公共建築物のファシリティマネジメント支援
・「公共施設等総合管理計画」や「公共施設等個別施設計画」等の策定や改訂

業務の支援を行います。
・ ＦＭに携わる人材の育成のため、研修会・セミナー等を実施します。令和14

年度までに県内全35市町村のうち、全町村数に相当する23市町村(65％)の参
加を達成し、ＦＭ人材を育成します。

ＷＥＢ会議
試験運用 ＷＥＢ会議・リモート立会の本格運用

ＷＥＢ会議・リモート立会の本格運用アクション

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13

new

new

new

new

ＦＭ人材育成（研修会、セミナー等の参加率）アクション

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13

65%

※ 参加率 = 参加市町村数／全市町村数（35）

35% 45% 55%

橋梁点検の合理化（簡易点検橋梁）アクション

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13

試行運用 試行運用（点検方法と調書の簡略化検討・対象の拡大） 本格運用（原則１５ｍ未満の橋梁を対象）

23



事業方針

若年層の人材育成を積極的に推進し、建設業界の課題である「建設業を担
う人材の確保・育成・維持」を支援します。

各種メディアと連携して土木の魅力を広く発信し、社会資本整備の役割や
必要性を県民に広報し周知を図ります。

（５）社会貢献事業

アクション

◎産学官連携事業
○就業意欲向上プログラム（資格取得講座）

産学官連携会議参加機関と協働し、土木系高校生を対象にした資格取得講
座を開催し、建設業界への就業意欲を向上させます。

・ ２級土木施工管理技士対策講座受講を
継続実施し、全国平均以上の高い合格
率を維持させます。

・ 小型移動式クレーン運転技能講習を
継続実施し、ニーズに応じて関連し
た講習（玉掛け技能講習等）につい
ても開催します。

・ その他ニーズに応じた講座（例：建設
ＤＸ等）を開催し、建設業就業者の増
加を目指します。new

new

２級土木施工管理技士対策講座

センター保有のドローン活用
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◎土木のイメージアップと広報・情報発信

○土木遺産親子ツアーの開催
県内の小学生と保護者を対象として、土
木遺産を巡る親子ツアーを開催します。
土木学会と連携しながら、次代を担う子
供たちへ、後世に語り継がれる土木・建
築構造物を紹介し、社会資本の役割、必
要性を伝えます。

○バーチャルツアーの開催
実施手法として従来のバスによるリアル
ツアーに加え、ＶＲ等を活用したバーチ
ャルツアーを開催します。

○土木の日イベントの協賛
土木学会関東支部群馬会と連携し、県民の生活を支える社会基盤づくりを
担う土木の仕事や役割について、県民に知っていただきためのイベントを
開催します。

new

県土整備部ＤＸ研修におけるＶＲ利活用事例

土木遺産親子ツアー

25

出典：先端技術による文化財活用ハンドブック（文化庁）



事業方針

ＤＸを推進し、データとデジタル技術の活用により、業務の合理化、効率
化を図ります。

人材育成を強化し、第三者試験機関及び
ＪＮＬＡ登録試験事業者として、信頼さ
れる適正な結果を提供します。

手数料の改定、試験方法の継続可否の検
討により、健全な経営を目指します。

（６）材料試験事業

アクション

◎業務システムの再構築
○ＷＥＢによる受付
・受付事務の簡素化、入力ミスの軽減、試験の事前把握、キャッシュレス化

など、業務の合理化を図るため、ＷＥＢによる受付を実施します。

○測定値の自動読取り
・試験から通知書作成まで一連したデータの利活

用、ペーパーレス化など、業務の効率化を図る
ため、測定値の自動読取りを実施します。 new

new
ＷＥＢによる受付アクション

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13
システム
構築 試行 本格運用ＷＥＢ化

検討

検証･改修 運用

測定値の自動読取りアクション

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13
システム
構築 試行 本格運用測定機器検討

・検証

検証･改修 運用

26



◎体制づくり
・技術、知識の向上を図るため、すべての試験方法を経験できる体制づくり

を実施し、また、技術の伝承を図るため、定期的な人事異動を実施します。

◎独立採算
○手数料の改定
・人件費、試験機の維持管理費等、適正な経費を見込んだ手数料の改定を実

施します。概ね５年程度で見直します。

○試験方法の継続可否
・利用状況、収支バランス、センターでの実施の必要性、他機関での取扱状

況等から総合的に判断し、試験方法の継続可否の検討を定期的に実施しま
す。

体制づくりアクション

定期的な配置替え・他課との兼務による技術・知識の向上

定期的な人事異動による技術の継承

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13

コンクリート試験（圧縮強度試験） アスファルト試験（合材抽出試験）

手数料の改定アクション

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13

改正・運用 見直し
・準備 改正・運用

試験方法の継続可否アクション

継続実施（年度毎に検証）

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13
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事業方針

顧客の信頼に応えるため、審査・検査に必要な技術力を備えた人材の育成
に努めます。

真に求められる業務の選択と蓄積した経験・資源を効率的に活用し、健全
な経営に向けた業務改善を行います。

顧客満足度向上及び業務の効率化を推進するため、ＤＸを加速させます。

（７）建築・住宅関連事業

アクション

◎人材育成
・建築確認の新たな構造審査に応えるため、審査担当者は令和６年度末までに、

木造構造計算等の研修を受講し、スキルアップします。

・省エネルギー性能審査項目増に対応するため、審査担当者は令和９年度末ま
でに、省エネルギー適合判定員資格を取得します。

・休日時の検査に対応するため、必要な外部契約検査員を確保します。

木造構造計算研修アクション

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13

異動職員・新規採用課員の研修受講研修受講

建築物省エネルギー適合性判定 資格取得アクション

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13

省エネ判定資格取得 異動職員・新規採用職員の資格取得

外部契約検査員の維持アクション

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13

外部契約検査員の人数維持・確保
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◎業務改善
・令和７年度の建築確認審査内容の改正に合わせた適正な手数料を定めます。

・省エネルギー性能を求められる建築物の増加に伴い、省エネルギー性能関係
について、より迅速適正な審査を行います。

・申請件数が極端に少ない業務については、採算性、必要性等を令和７年度末
を目途に縮小や段階的廃止を判断します。

◎ＤＸの加速
・手数料支払いのキャッシュレス化を令和８年度に実施します。

・申請者が来訪することなく、いつでも申請可能な電子申請を令和８年度に
運用開始します。

・紙媒体印刷の手間削減のため、タブレットを活用した現場審査を令和７年度
に運用開始します。

new

キャッシュレス化アクション

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13

システム検討・準備 キャッシュレス化本格運用

確認申請等のＷＥＢ化アクション

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13

システム検討・準備 ＷＥＢ申請等本格運用

現場検査タブレット活用アクション

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13

準備・試行 タブレット検査本格運用

29

建築確認検査手数料改正アクション

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13

準備 改正・運用

見直し
・準備 改正・運用

建築審査課業務の改善・整理アクション

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13

調査・検討 業務改善・整理作業



事業方針

県関係機関や各種団体と情報共有を密にすることにより、新事業の展開を
推進します。

持続可能な組織とするために、最新技術を活用し、ＤＸを推進した事業の
展開を図ります。

働き方改革を念頭に、業務の合理化・効率化を図ります。

（８）新事業創出・
業務改革

アクション

◎新事業の展開
・県土整備プランＤＸアクション(R3.11)に基づき、県と連携し個別事業を検討

することにより、新事業への取り込みを進めます。
項目例：ＢＩＭ、ＣＩＭの導入促進 WＥＢ施工管理の試行拡大

ドローンの活用（観測・調査・資料作成） 点検ロボットの活用
ＡＩを活用した舗装損傷状況評価

・県及び関係団体と情報交換を実施することにより、お互いにＷＩＮ－ＷＩＮ
な関係となる新事業を開始します。

検討事業例：建設発生土受入地整備管理運営事業

・これまで培ってきた経験とノウハウを活用し、計画理論の構築、資料作成に
よるサポートにより、市町村の住民参加による計画策定を支援します。

支援例：新道路計画 都市計画関連計画 建築開発計画

建設発生土受入地整備管理運営事業アクション

本格運用制度整備・候補地選定

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13

試行・フィードバック

new

ＢＩＭ／ＣＩＭの導入促進アクション

本格運用ＢＩＭ 情報収集・試行

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13

ＣＩＭ 情報収集・試行 本格運用

30



◎新技術の活用
・持続可能な組織となるために、新技術を活用し事業を展開します。

新技術活用事業例：
［ドローン］

被災現場の初動調査
被災時の橋梁支承部、床版下面等の撮影点検調査
工事進捗管理・定点観測
河川パトロール（不法投棄、不法占用、不法工作物、堆積土調査等）
公共施設点検（橋梁、道路法面、砂防施設、ダム、建築物外壁等）

［３Ｄデータ、ＢＩＭ／ＣＩＭ］
土木構造物、建築物の3Dモデル化（画像・模型）による合意形成支援

［ＶＲ、ＡＲ、メタバース等］
現場見学会、地域防災普及啓発、技術者実務研修
メタバース、デジタルツインの活用による完成イメージ可視化事業

［ＡＩ、点検ロボット等］
公共施設（土木構造物や建築物）の点検診断事業（損傷診断解析）
積算検算支援

［５Ｇ］
360°撮影による遠隔施工管理

［カーボンニュートラル］
ＣＯ2排出量削減を考慮した施工提案

◎業務の合理化・効率化
・業務の合理化を図るため、打合せ、会議、施工管理などの業務に関し、リモ

ート技術の活用を優先します。
・業務の効率化を図るため、ＷＥＢ受付（電子受付）システムを導入するとと

もにキャッシュレスを推進します。
・ＤＸの一環として、内部事務処理の効率化を図るために、総合事務処理シス

テムを導入し、予算管理、電子決裁、電子取引、電子署名（押印廃止）、デ
ジタル勤怠管理を実施します。

・働き方改革の一環として、テレワークを推進し、在宅勤務を推奨します。

新技術の活用アクション

事業試行・フィードバック

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13

本格運用需要調査、技術習得

業務の合理化・効率化アクション

ＤＸ推進プロジェクトチーム（センター横断的組織）による検討

実施可能項目の試行

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13

本格実施 改良版検討・試行・実施

new

new
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（１）ＤＸの推進

３－２ 重点方針毎のロードマップ

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13

WEB施工管理アクション

本格運用
土木事業

建築事業

試行運用

試行運用 本格運用

工務第一課・工務第二課・建築支援課

工務第一課・工務第二課CIM導入による作業プロセスの効率化アクション

CIM導入の試行 CIM導入の本格運用

試行運用（橋脚［ハイピア］） 本格運用（対象拡大）準備・調査

新技術（ドローン、画像解析）の活用アクション

ＷＥＢ会議
試験運用 WEB会議・リモート立会 本格運用

WEB会議・リモート立会アクション

ＷＥＢによる受付アクション

建築支援課BIM導入による作業プロセスの効率化アクション

BIM導入の試行 BIM導入の本格運用

技術支援課

技術支援課

材料試験課

測定値の自動読取りアクション 材料試験課

システム
構築 試行 本格運用ＷＥＢ化

検討

検証･改修 運用

システム
構築 試行 本格運用測定機器検討

・検証

検証･改修 運用

技
術
支
援
事
業

(2)

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
事
業

社
会
資
本

(4)

材
料
試
験
事
業

(6)

８つの「事業方針とアクション」に掲載したロードマップについて、４つの
「重点方針」毎にまとめ、担当課を記載することにより、センター全体として
の年度別事業スケジュールを明確にします

各業務のＤＸを推進することにより、業務の無駄を省く「合理化」及び業務
の生産性を高める「効率化」を推進するとともに、新たな事業の掘り起こしに
取り組んでいきます。

32



ＷＥＢ会議システム・ＷＥＢ施工管理

ドローンパイロット育成

出典：インフラ分野のＤＸ施策
（国土交通省 令和３年２月９日公表）

検証･改修

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13

アクション キャッシュレス化 建築審査課

キャッシュレス化本格運用システム検討・準備

アクション 確認申請等のWEB化 建築審査課

ＷＥＢ申請等本格運用システム検討・準備

アクション 現場検査タブレット活用 建築審査課

タブレット検査本格運用準備・試行

建
築
・
住
宅
関
連
事
業

(7)
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（２）人材育成の強化

企画研修課

建設技術者研修（WEBを活用した研修）
R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13

ドローンパイロットの育成アクション

制度確立

ドローンパイロットの本格運用パイロット育成

建設技術者研修（内容に応じた効果的な研修）アクション

集合研修、オンライン研修、オンデマンド研修、ハイブリッド研修

ｅ-ラーニング本格実施ｅ-ラーニング試行

企画研修課他（技術系職員）

※ 参加率 = 参加市町村数／全市町村数（35）

研修会、セミナー等の参加率アクション

65%

材料試験業務の体制づくりアクション

建築支援課

材料試験課

定期的な配置替え・他課との兼務による技術・知識の向上

定期的な人事異動による技術の継承

研修受講

木造構造計算研修アクション

外部契約検査員の維持アクション

建築審査課

建築審査課

建築物省エネルギー適合性判定 資格取得アクション 建築審査課

省エネ判定資格取得 異動職員・新規採用職員の資格取得

異動・新規採用課員の研修受講

外部契約検査員の人数維持・確保

研
修
・
講
演
事
業

(1)

社
会
資
本

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
事
業

(4)

材
料
試
験
事
業

(6)

建
築
・
住
宅
関
連
事
業

(7)

県、市町村職員をはじめ、民間技術者に対する各種研修を充実させることに
より、新技術に対応し、各課題に確かな技術力で応える的確な判断力を育成し
ます。また、センター職員に関しては、「技術的な判断根拠を説明できる職
員」を目指し、人材育成プログラムに基づく研修などを実施し、組織全体の技
術力向上を図ります。
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35% 45% 55%



（３）災害発生時（非常時）の迅速な対応

災害復旧支援（水管橋災害・道路災害）

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R14R13

被災市町村支援アクション

災害復旧支援体制の継続・発展

（被災時）
迅速な初動対応・復旧に向けた継続的な技術支援

全センター職員

工務第一課・工務第二課全技協団体支援アクション

被災地団体からの依頼に基づく遠隔地積算・職員派遣

（平時）

BCP見直しアクション 総務経営課を中心としたセンター全体

定期人事異動及び業務見直しに伴うBCP（業務継続計画）の定期的な見直し

技
術
支
援
事
業

(2)

業
務
継
続

頻発している災害に関する技術支援を必要とする市町村に対して、迅速な災
害復旧支援体制を継続・発展させます。

また、全国建設技術センター等協議会に属する団体に対し、遠隔地積算や災
害支援派遣を実施することにより、技術職員が不足する団体を支援します。

センター内部では、迅速な支援体制を確立するために、組織レジリエンスを
高め、ＢＣＰ（Business Continuity Plan 業務継続計画）を定期的に見直し、組織
的基礎体力の向上を図るとともに、研修の実施により非常時も迅速な対応を行
います。
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（４）新技術・新事業、業務改革への挑戦

全センター職員各種新技術の活用アクション

需要調査、技術習得 事業試行・フィードバック 本格運用

建設発生土受入地整備管理運営事業アクション

候補地選定
・制度整備 試行・フィードバック 本格運用

担当職員

業務の合理化・効率化アクション

ＤＸ推進プロジェクトチーム（センター横断的組織）による検討

実施可能項目の試行 本格実施 改良版検討・試行・実施

全センター職員

橋梁点検の合理化(簡易点検橋梁)アクション

試行運用 試行運用（点検方法と調書の簡略化検討・対象の拡大） 本格運用（原則１５ｍ未満の橋梁を対象）

材料試験手数料改正アクション

技術支援課

材料試験課

試験方法の継続可否 材料試験課アクション

継続実施（年度毎に検証）

建築確認審査手数料改正アクション

準備 改正・運用

見直し
・準備 改正・運用

建築審査課業務の改善（整理）アクション

建築審査課

建築審査課

調査 業務改善（整理）作業

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

改正・運用 見直し
・準備 改正・運用

新
事
業
創
出

(8)

業
務
改
革

業
務
改
革

社
会
資
本
メ
ン

材
料
試
験
事
業

(6)

(8)

新
技
術
・
新
事
業

建
築
・
住
宅
関
連
事
業

(7)

テ
ナ
ン
ス
事
業

(4)

県関係機関や各種団体との情報共有を密にするとともに、新技術に関する情
報を貪欲に収集することにより、持続可能な未来への事業アイデアに発展させ
ていきます。

また、従来から継続している計画立案・事業支援に関し、センターの技術、
知識及び経験をフル活用し、課題を抱える市町村等を支援することにより、お
互いにWIN-WINな事業を展開していきます。

各課実施事業については、社会的必要性、採算性などを総合的に検討し、継
続の要否を含め、個別に業務改革を実施し、合理化・効率化を推進します。
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県・市町村 建設関連業界

県内外被災地

県 民

高校・大学等

（公財）群馬県
建設技術センター

入 社

各種メディア

■市町村災害支援
■災害復旧アドバイザー

の運用
■全国への職員派遣、遠

隔地積算の実施 ■土木のイメージアップと広報・
情報発信

・講演会 ・講習会 ・防災記事
・群馬県動画・放送スタジオ

｢tsulunos｣の活用

■産学官連携事業
・高校生を対象にした就業

意欲向上プログラム
・小型移動式クレーン運転

技能講習と２級土木施工
管理技士受験対策講座

■建設技術者に対する技術
力向上支援

■建設材料試験
■すまいの質の向上 (建築

確認、性能評価)
■建築省エネルギー施策へ

の支援
■キャッシュレスの推進
■電子申請の導入

■土木のイメージアップと広
報・情報発信

・土木施設紹介
・防災シンポジウム、防災記事
・親子ツアー
・バーチャルツアー

■建設技術支援
(積算、施工管理）

■道路施設メンテナンス
サイクル推進支援

■公共施設マネジメント支援
■行政基礎、マネジメント研

修等の開催
市町村技術職員研修

■設計積算システム貸出・運
用
建設相談

■建設DX研修の充実
■公共施設点検

（愛着施設見回り事業）

公益財団法人群馬県建設技術センターは、本計画で示した「理念と取組」、
「４つの重点方針」、「８つの事業方針とアクション」に基づき、お客様に
「満足して・喜んで・安心して」いただけるよう、様々な要請に確かな技術力
で応える持続可能な組織として、社会的責任を果たして参ります。
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３－３ センターの業務推進体系



 ４ 事業収支計画 ・ 職員配置計画

センターが持続可能な組織となるために、新事業の創出や損益計算に基づく
適正価格（受託単価、手数料等）を定めて、収入を確保するとともに、業務改
革により支出の抑制を図り、現在の正味財産の維持に努めていきます。
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事業収支計画 単位：百万円
実績
R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

管理 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2
企画研修 84 96 84 84 84 84 84 84 84 84 84 85
工務 152 194 147 150 153 156 160 163 166 169 172 163
技術支援 483 343 258 310 349 412 289 238 279 314 372 316
材料試験 43 54 54 54 54 54 54 54 54 54 54 54
建築支援 52 53 62 67 29 29 34 62 67 29 29 46
建築審査 72 77 77 82 82 82 82 82 82 82 82 81
収入計 887 819 683 749 752 819 704 685 733 734 794 747
管理 133 148 140 142 136 138 136 138 136 138 138 139
企画研修 65 91 69 70 70 70 70 70 70 70 70 72
工務 71 75 75 75 75 75 75 75 82 82 82 77
技術支援 446 338 238 298 331 387 281 221 271 301 352 301
材料試験 46 57 53 53 53 53 53 53 53 53 53 53
建築支援 35 38 43 44 37 37 38 43 44 37 37 40
建築審査 62 62 60 61 61 61 61 61 61 61 61 61
支出計 858 809 678 743 762 820 713 661 716 741 792 744
管理 △ 132 △ 146 △ 139 △ 140 △ 135 △ 136 △ 135 △ 136 △ 135 △ 136 △ 137 △ 138
企画研修 19 5 15 14 14 14 14 14 14 14 14 13
工務 81 119 72 75 78 81 85 88 84 87 90 86
技術支援 37 5 20 12 18 25 8 17 8 13 20 15
材料試験 △ 3 △ 3 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
建築支援 17 15 19 23 △ 8 △ 8 △ 4 19 23 △ 8 △ 8 7
建築審査 10 15 17 21 21 21 21 21 21 21 21 20
収支計 29 10 6 6 △ 10 △ 1 △ 9 24 17 △ 7 2 4

支出見込
B

収支見込
Ａ－B

　※　「新規事業等」欄の収入　：　新規事業
　　　　　　　　〃　　　　　　支出　：　新規事業、急激な事業量の増加、他団体への派遣、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　県への研修派遣、人材育成等に要する人件費、事業費など

年度

収入見込
A

計画期間
平均

計画期間

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

百万円

管理 企画研修 工務 技術支援 材料試験 建築支援 建築審査 支出計

収入見込 支出見込



職員については、各業務量や進捗状況に応じて、適切な人員と配置に努めて
いきます。
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職員配置計画

また、各課を横断する組織として、ＤＸ推進室、スキルアップ室、建設相談
室、FM計画室、品質管理室を設置し、限られた職員で様々な課題や要請に対
応して参ります。

 　（単位：人）　

役員・
総務等

企画研修

工務

技術支援

材料試験

建築支援

建築審査

人材育成

センター
全体

　※　人数は、週５日フルタイム勤務として換算した実績または計画数

8 8 8 8 8

R4
（実績）

R5 R6 R7 R8 R9 R10

8 8 8 8 8 8

R11 R12 R13 R14

10 10 10 10 10

5 6 6 6 6

10 10 10 11 11 11

6 6 6 6 66

5.5 5 5 5 5

4.5 5 5 5 5

5 5 5 5 5 5

5 5 5 5 55

9 8 8 8 8

5 5 5 5 5

8 8 8 8 8 8

5 5 5 5 55

48 48 48 48 47 47

1 1 1 1

47 47 48 48 48

　※　令和４年度は、職員１名が、技術支援課と材料試験課の兼務となっているため、
　　　両課に０．５人の配置として記載している

　※　「人材育成」の人数は、材料試験に関する人材育成の職員数。（R4年度は、県への研修派遣)

課を横断する室の設置
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事業実績 
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防災・減災シンポジウム

＜技術支援事業＞

土木事業支援
（件）

※　令和元年度　災害復旧　8件については、133箇所を実施。

建築事業支援
（件）

※　平成27年度から業務開始

令和4年 3 0 5 1

令和3年 4 2 2 4

令和2年 3 2 2 1

令和元年 8 1 3 1

平成30年 6 5 3 0

平成29年 5 2 2 1

平成28年 1 3 1 1

平成27年 4 0 3 2 業務開始

平成26年 － － － －

平成25年 － － － －

平成24年 － － － －

年度 積算 積算と施工管理 施工管理 完了検査 備考

令和4年 17 13 1 0 0

令和3年 23 11 0 0 0

令和2年 24 26 0 0 0

令和元年 30 33 0 0 8

平成30年 12 23 0 0 0

平成29年 17 31 0 0 0

平成28年 21 24 0 0 0

平成27年 17 29 0 0 0

平成26年 21 30 0 2 0

平成25年 11 31 0 0 0

令和4年 「群馬の防災意識をかえる」　～土砂災害のリスクと対策～

平成24年 15 20 0 1 0

年度 積算 積算と施工管理 施工管理 完了検査 災害復旧

令和3年 いつかの地震に備える～地域防災を考える～（座談会）

平成30年 「いつかの地震に備える」　 ”平安時代の大地震、弘仁地震から1200年”

令和元年 火山で知る　その時に備える～群馬は「火山県」正しく知って「防災対策」を考える～

令和2年 気象災害と防災・減災～気象災害を知って防災・減災対策～（座談会）

年度 テーマ

平成28年 「群馬の防災意識をかえる」　”自律的に災害に備える社会を目指して”

平成29年 「カスリーン台風から７１年」　”いま考える水災害対策”
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＜行政事務支援事業＞

公共建築物の整備計画等技術支援
（件）

※　平成27年度から業務開始

市町村職員長期研修（土木技術スキルアップ研修）
（人）

群馬県災害復旧アドバイザー　任命者数（地区別）
（人）

合計

18

18

20令和4年 4 4 4 4 4

令和3年 4 4 4 3 3

令和2年 4 4 4 3 3

令和4年 2

年度 中部 西部 吾妻 利根・沼田 東部

令和2年 3 新研修カリキュラム開始

令和3年 4

年度 研修生 備考

昭和61年～令和元年 93

令和3年 1 6

令和4年 2 4

令和元年 1 1

令和2年 2 0

平成29年 0 1

平成30年 5 1

平成27年 2 1 業務開始

平成28年 3 0

平成25年 － －

平成26年 － －

年度 基本設計支援 実施設計支援 備考

平成24年 － －
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＜社会資本メンテナンス事業＞

道路施設のメンテナンスサイクル支援事業

業務開始

※　平成25年度から業務開始

　　 道路施設点検施設：橋梁、大型ボックスカルバート、トンネル、横断歩道橋

※　平成25から27年度については、道路ストック総点検を含む

  　 道路ストック総点検施設：橋梁、トンネル、舗装、道路付属物、道路のり面工・土工構造物

公共建築物のＦＭ支援事業
（件）

※　平成27年度から業務開始

令和3年 3 1

令和4年 0 4

令和元年 0 8

令和2年 0 9

平成29年 0 3

平成30年 0 5

平成27年 0 0 業務開始

平成28年 0 3

平成25年 － －

平成26年 － －

年度 総合管理計画 個別施設計画 備考

平成24年 － －

令和4年 1,177 22 1 5 1

令和3年 1,119 2 2 0 0

令和2年 937 1 1 0 0

令和元年 742 14 0 0 0

平成30年 850 1 0 0 0

平成29年 1,384 0 0 0 0

平成28年 1,003 0 0 0 0

平成27年 830 0 0 0 0

平成26年 1,909 0 0 0 0

平成25年 2,048 2 0 0 0

平成24年 － － － － －

年度
道路施設点検

（箇所）

長寿命化修繕計画（件）
備考

橋梁 舗装 トンネル シェッド
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＜社会貢献事業＞

２級土木施工管理技士　第一次検定受験対策講座
（人）

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年

156 154 167 201 185 182 185 151 162

154 154 162 155 185 175 157 163 179

85 83 61 87 139 114 109 129 116

55.2% 53.9% 37.7% 56.1% 75.1% 65.1% 69.4% 79.1% 64.8%

41.0% 46.9% 31.1% 55.3% 53.4% 53.5% 68.4% － 59.8%

※令和3年度は全国高校合格率非公表

小型移動式クレーン運転技能講習
（人）

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年

25 18 36 89 75 90 77 117 80

25 18 36 84 75 90 77 116 78

25 18 36 84 75 90 77 116 78

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

土木遺産親子ツアー
（人）

令和3年 （新型コロナウィルス感染症拡大防止のため、中止） －

令和4年 （新型コロナウィルス感染症拡大防止のため、中止） －

令和元年 みなかみ町・高山村 藤原ダム・土合砂防堰堤 24

令和2年 沼田市・長野原町 鷺石橋・八ッ場ダム関連施設 20

平成29年 みなかみ町 清水トンネル、土合砂防ダム 34

平成30年 みどり市 わたらせ渓谷鉄道、草木ダム 32

年度 場　　所 施　　設　　名 参加者

平成28年 片品村 丸沼ダム 44

全国の高校 合格率

区　　分

県内の高校

講習受講者

受験者

合格者

合格率

区　　分

県内の高校

講座受講者

受験者

合格者

合格率
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＜策定メンバー＞

氏　名 氏　名

岩 下  勝 則 茂 木  好 文

松 島  賢 治 原　　淳 志

石 山  勇 吉 高 橋  寿 之

事務局長･各課長 茂 木   　栄

関 口  大 樹

大 森  孝 之

大 谷 　  豪

狩 野  裕 之

＜策定経過＞　令和4年度（2022年度）

月 ＷＧ

4

5

6

7

8

9

10

11

12

1

2

3

　　材料試験課長

　　企画研修課長

中長期計画2023　策定メンバー・策定経過

職　名

理 事 長

常務理事

職　名

　　事務局長

　　事務局副局長 （建築審査課長）

　　次長 （総務経営課長）

ＷＧﾒﾝﾊﾞｰ

副理事長

策定委員会 ワーキンググループ（ＷＧ）

　　次長 （工務第一課長）

伊 能  篤 史

策定状況策定委員会

　　次長 （建築支援課長）

　　工務第二課長

　　技術支援課長

原案 策定

素案 策定

計画骨子 策定

毎月開催

（状況により追加開催）
ＷＧ前後に随時開催

評議員会・理事会 完 成

第１回（５／２６）

第２回（６ ／ ８）

第３回（６／３０）

第４回（７／１９）

第５回（８ ／ ２）

第６回（８／２３）

第７回（９ ／ ７）

第８回（９／２６）

第９回（10／25）

第10回（11／28）

第11回（12／20）

第１回（６／１０）

第２回（７／１０）

第３回（８ ／ ９）

第４回（９／１２）

第５回（11／14）

第６回（１／１６）
第12回（事業別）

第７回（２／１３）



理事長・副理事長・常務理事

事務局長・総務経営課        TEL 027-251-6891（代表）

       FAX 027-251-7484

企画研修課        TEL 027-251-6893（直通）

工務第一課・工務第二課        TEL 027-251-6873（直通）

技術支援課        TEL 027-210-8141（直通）

材料試験課        TEL 027-210-7059（直通）

       FAX 027-210-7079

建築支援課        TEL 027-280-5007（直通）

建築審査課        TEL 027-251-6749（直通）

       FAX 027-251-6761（建築支援・建築審査用）

中長期計画2023

　〒371-0854

　群馬県前橋市大渡町一丁目10番地の７

　群馬県公社総合ビル7階

　　　ホームページ
　https://www.gunma-ctc.jp/

令和５年(2023年)３月策定    

－ 様々な要請に「確かな技術力」で応える持続可能な組織 －

公益財団法人 群馬県建設技術センター
Gunma Construction Technology Center

品質の高いモノをつくり長持ちさせる！

～高品質･長寿命化を支援します～


	0_1 表紙_1.pdfから挿入したしおり
	0_1 表紙.pdfから挿入したしおり
	スライド 1

	0_2 策定にあたって／概要版／目次.pdfから挿入したしおり
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4

	1 課題と新たな役割.pdfから挿入したしおり
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8

	2 センターが目指す将来ビジョン.pdfから挿入したしおり
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14



